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令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 決 算 の 概 要 に つ い て  

 

 令 和 ６ 年 度 の 一 般 会 計 決 算 額 は 、 歳 入 総 額 が 4 4 億 6 , 7 3 4 万 円 （ 対 前

年 度 8 6 . 3％ ） 、 歳 出 総 額 が 4 2 億 2 , 3 6 9 万 5 千 円 （ 対 前 年 度 8 4 . 7％ ）

で あ り 、歳 入 総 額 か ら 歳 出 総 額 を 引 い た 形 式 収 支  （ 注 １ ）は 、2 億 4 , 3 6 4

万 5 千 円 の 黒 字 と な っ た 。  

 翌 年 度 へ の 繰 り 越 す べ き 財 源 は 8 8 9 万 7 千 円 で あ っ た た め 、実 質 収 支

（ 注 ２ ） は 2 億 3 , 4 7 4 万 8 千 円 と な っ た 。  

令 和 6 年 度 の 実 質 収 支 か ら 、令 和 5 年 度 の 実 質 収 支 1 億 8 , 2 8 7 万 3 千

円 を 差 し 引 い た 単 年 度 収 支 （ 注 ３ ） は 、 5 , 1 8 7 万 5 千 円 の 黒 字 と な っ て い

る 。  

 

 

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 決 算 状 況  

（ 単 位 ： 千 円 、 ％ )  

予  算  額  

A  

歳 入 決 算 額  

B  

B / A  

×100  

歳 出 決 算 額  

    C  

C / A  

×100  

Ｂ － Ｃ  

4 , 5 7 0 , 2 9 4  4 , 4 6 7 , 3 4 0  9 7 . 7  4 , 2 2 3 , 6 9 5  9 2 . 4  2 4 3 , 6 4 5  

 

 

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 収 支 状 況  

（ 単 位 ： 千 円 、 ％ )  

区 分  令 和 ６ 年 度  令 和 ５ 年 度  

歳 入 総 額  4 , 4 6 7 , 3 4 0  5 , 1 7 5 , 2 4 6  

歳 出 総 額  4 , 2 2 3 , 6 9 5  4 , 9 8 4 , 5 2 1  

歳 入 歳 出 差 引 額  2 4 3 , 6 4 5  1 9 0 , 7 2 5  

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源  8 , 8 9 7  7 , 8 5 2  

実 質 収 支 額  2 3 4 , 7 4 8  1 8 2 , 8 7 3  

前 年 度 実 質 収 支 額  1 8 2 , 8 7 3  2 5 9 , 7 7 8  

単 年 度 収 支 額  5 1 , 8 7 5  △ 7 6 , 9 0 5  

積 立 金  1 3 2 , 5 3 4  1 7 9 , 4 7 8  

実 質 単 年 度 収 支  1 7 9 , 9 0 8  1 0 2 , 5 7 3  
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（ 注 １ ）  

 形 式 収 支 は 、 出 納 閉 鎖 期 日 に お け る 当 該 年 度 に 収 入 さ れ た 現 金 と 支 出

さ れ た 現 金 の 差 額 、 す な わ ち 現 金 主 義 に よ る 表 示 で あ る 。 普 通 会 計 の 形

式 収 支 は 現 金 主 義 の 建 前 に 立 っ て い る の で 、 当 該 年 度 に お け る 収 入 さ れ

た 現 金 と 支 出 さ れ た 現 金 の 差 額 を 表 示 す る に と ど ま る 。 そ の た め 、 当 該

年 度 に 債 務 が 確 定 し 支 払 義 務 が 発 生 し て い る も の 、 あ る い は 当 該 年 度 に

施 行 す べ き 事 業 を な ん ら か の 事 由 に よ っ て 執 行 せ ず 、 翌 年 度 に 繰 り 越 し

た も の に 充 て る べ き 現 金 が 含 ま れ て い る の で 、 実 際 に 当 該 年 度 分 の 収 支

の 結 末 で あ る 実 質 的 な 収 支 を 見 る た め に は 、 現 金 の 支 出 と し て 表 示 さ れ

て い な い こ れ ら の 債 務 要 素 を 控 除 し て 、 発 生 主 義 の 要 素 を 加 味 し た 収 支

を 検 討 し な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 注 ２ ）  

 実 質 収 支 は 、 形 式 収 支 に 発 生 主 義 的 要 素 を 加 味 し て 、 本 来 、 当 該 年 度

に 属 す べ き 支 出 （ 翌 年 度 へ の 繰 越 額 ） を 債 務 要 素 と み な し 、 本 来 、 当 該

年 度 に 属 す べ き 収 入 （ 翌 年 度 へ の 繰 越 額 に 係 る 未 収 入 特 定 財 源 ） を 債 務

要 素 と み な し て 、 両 者 を 加 減 し た 実 質 的 な 収 入 と 支 出 の 差 額 。 実 質 収 支

は 、地 方 公 共 団 体 の 財 政 運 営 の 良 否 を 判 断 す る 重 要 な ポ イ ン ト で あ る が 、

黒 字 の 額 が 多 い ほ ど 良 い と い え る も の で も な い 。 な ぜ な ら ば 、 地 方 公 共

団 体 は 営 利 を 目 的 と し て 存 立 す る も の で は な い 以 上 、 黒 字 の 額 が 多 い ほ

ど 良 い と い え る も の で も な い か ら で あ る 。  

 

（ 注 ３ ）  

 単 年 度 収 支 は 、 当 該 年 度 の 決 算 に よ る 実 質 収 支 か ら 前 年 度 の 実 質 収 支

を 差 し 引 い た 額 を い う 。 単 年 度 収 支 が 黒 字 で あ る と い う こ と は 、 前 年 度

の 実 質 収 支 が 黒 字 で あ る 場 合 に は 当 該 年 度 に 新 た な 剰 余 を 生 じ た こ と を

意 味 し 、 前 年 度 の 実 質 収 支 が 赤 字 で あ っ た 場 合 に は 、 過 去 の 赤 字 を 解 消

し た こ と に な る 。  

 逆 に 、 単 年 度 収 支 が 赤 字 で あ る と い う こ と は 、 前 年 度 の 実 質 収 支 が 黒

字 で あ る 場 合 に は 、 過 去 の 剰 余 金 の 喰 い つ ぶ し で あ り 、 赤 字 で あ る 場 合

は 赤 字 額 の 増 加 を 意 味 す る こ と に な る 。 単 年 度 収 支 の 分 析 結 果 の め ざ す

と こ ろ は 、 そ れ が 翌 年 度 の 歳 出 規 模 の 伸 縮 に 重 大 な 影 響 を 与 え る 結 果 と

な る 点 で あ る 。  
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　　　　予　　算　　現　　額 　　　　決　　　 算　　 　額

区　　　　分 当　初 補正額 繰越財源 計 歳　入 歳　出 差　引 歳　入 歳　出

充当額 A B C (A-B) (A-C) B/A×100 C/A×100

一般会計 3,980,000 477,600 112,694 4,570,294 4,467,340 4,223,695 243,645 102,954 346,599 97.7 92.4

国民健康保険特別会計 542,500 2,200 0 544,700 529,079 529,024 55 15,621 15,676 97.1 97.1

後期高齢者医療特別会計 124,000 △ 12,230 0 111,770 110,426 109,926 500 1,344 1,844 98.8 98.4

用地取得造成事業特別会計 7,000 0 0 7,000 100 0 100 6,900 7,000 1.4 0.0

介護保険特別会計 867,000 100,961 0 967,961 968,979 913,695 55,284 △ 1,018 54,266 100.1 94.4

介護サービス事業特別会計 13,100 405 0 13,505 12,934 9,437 3,497 571 4,068 95.8 69.9

合　　　　計 5,533,600 568,936 112,694 6,215,230 6,088,858 5,785,777 303,081 126,372 429,453 98.0 93.1

　　 前　年　対　比

区　　　　分 歳　入 歳　出 差　引

D E B/D×100 C/E×100

一般会計 5,175,246 4,984,521 190,725 86.3 84.7

国民健康保険特別会計 546,138 545,273 865 96.9 97.0

後期高齢者医療特別会計 100,920 100,420 500 109.4 109.5

用地取得造成事業特別会計 14,500 14,400 100 0.7 0.0

介護保険特別会計 970,867 875,577 95,290 99.8 104.4

介護サービス事業特別会計 11,405 7,909 3,496 113.4 119.3

簡易水道事業特別会計 182,504 161,237 21,267 - - ※令和6年度から、公営企業会計へ移行

公共下水道事業特別会計 203,821 183,722 20,099 - - ※令和6年度から、公営企業会計へ移行

合　　　　計 7,205,401 6,873,059 332,342 - -

　　　（単位：千円,％）

令和６年度久米南町会計別決算の状況

令 和 ５ 年 度 決 算 額

予算に対する比較 予算に対する比率
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区 　分　 決 算 額 Ａ  の 前年度決算額 Ｂ  の 増 減 額 増減率

　　款 Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ　Ｃ Ｃ／Ｂ

 町    税 505,529 11.3 521,872 10.1 △ 16,343 △ 3.1

 地方譲与税 77,109 1.7 74,654 1.4 2,455 3.3

 利子割交付金 229 0.0 175 0.0 54 30.9

 配当割交付金 3,196 0.1 2,888 0.1 308 10.7

 株式等譲渡所得割交付金 5,188 0.1 3,153 0.1 2,035 64.5

 法人事業税交付金 9,016 0.2 7,405 0.1 - -

 地方消費税交付金 113,600 2.5 103,873 2.0 9,727 9.4

 自動車取得税交付金 8,598 0.2 8,055 0.2 543 6.7

 地方特例交付金 18,689 0.4 2,456 0.0 16,233 661.0

 地方交付税 2,301,138 51.5 2,244,718 43.4 56,420 2.5

 交通安全対策特別交付金 640 0.0 579 0.0 61 10.5

 分担金及び負担金 29,098 0.6 27,610 0.5 1,488 5.4

 使用料及び手数料 40,583 1.0 42,327 0.8 △ 1,744 △ 4.1

 国庫支出金 338,570 7.6 412,121 8.0 △ 73,551 △ 17.8

 県支出金 381,421 8.5 336,214 6.5 45,207 13.4

 財産収入 6,221 0.1 6,787 0.1 △ 566 △ 8.3

 寄附金 29,295 0.7 41,839 0.8 △ 12,544 △ 30.0

 繰入金 79,024 1.8 239,020 4.6 △ 159,996 △ 66.9

 繰越金 190,725 4.3 264,501 5.1 △ 73,776 △ 27.9

 諸収入 38,486 0.9 49,121 1.0 △ 10,635 △ 21.7

 町　　債 290,985 6.5 785,878 15.2 △ 494,893 △ 63.0

 歳  入  合  計 4,467,340 100.0 5,175,246 100.0 △ 707,906 △ 13.7

一 般 会 計 款 別 歳 入 決 算 額

      （単位：千円，％）

地方交付税, 51.5%

町 税, 11.3%

県支出金, 8.5%

国庫支出金, 7.6%

町 債, 6.5%

繰越金, 4.3%

地方消費税交付金, 

2.5％

繰入金, 1.8%

地方譲与税, 1.7% 使用料及び手数料, 1%

その他, 3.3 
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区　分　 決 算 額 Ａ  の 前年度決算額 Ｂ  の 増 減 額 増減率

　款 Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ　Ｃ Ｃ／Ｂ

議会費 52,143 1.2 49,179 1.0 2,964 6.0

総務費 943,493 22.3 1,838,135 36.9 △ 894,642 △ 48.7

民生費 931,207 22.0 917,018 18.4 14,189 1.5

衛生費 437,551 10.4 527,806 10.6 △ 90,255 △ 17.1

農林業費 446,993 10.6 395,968 7.9 51,025 12.9

商工費 15,135 0.4 15,185 0.3 △ 50 △ 0.3

土木費 326,123 7.7 286,144 5.7 39,979 14.0

消防費 97,093 2.3 129,053 2.6 △ 31,960 △ 24.8

教育費 439,284 10.4 376,448 7.6 62,836 16.7

災害復旧費 99,917 2.4 53,519 1.1 46,398 86.7

公債費 434,756 10.3 396,066 7.9 38,690 9.8

歳出合計 4,223,695 100.0 4,984,521 100.0 △ 760,826 △ 15.3

一 般 会 計 款 別 歳 出 決 算 額

（単位：千円，％）

総務費, 22.3%

民生費, 22%

農林業費, 10.6%

衛生費, 10.4%

教育費, 10.4%

公債費, 10.3%

土木費, 7.7%

災害復旧費, 2.4%
消防費, 2.3%

議会費, 1.2% 商工費, 0.4%
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税　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 Ｃ  の C/A×100 徴収率 前年度

Ａ Ｂ Ｃ 構成比 C/B×100 徴収率

町民税 159,082 170,298 166,614 33.0 104.7 97.8 98.0

 個　　人 134,927 142,204 138,572 27.4 102.7 97.4 97.8

 法　　人 24,155 28,094 28,042 5.5 116.1 99.8 99.7

固定資産税 293,209 302,755 288,513 57.1 98.4 95.3 95.3

 純固定資産税 292,915 302,460 288,218 57.0 98.4 95.3 95.4

 国有資産等交付・納付金 294 295 295 0.1 100.3 100.0 100.0

軽自動車税 23,489 24,346 23,474 4.6 99.9 96.4 97.3

たばこ税 25,635 26,897 26,897 5.3 104.9 100.0 100.0

旧法による税 86 404 31 0.0 0.0 7.7 7.2

計 501,501 524,700 505,529 100.0 100.8 96.3 96.3

令和６年度税目別の徴収実績
（単位：千円,％）

                 　　　　　　　令和６年度の町税について

　令和６年度の町税の調定額は、5億2,470万円（対前年度比96.7％）となり、前年度の5億

4,248万円5千円に比べて1,778万5千円の減額。収入済額については、5億552万9千円（対

前年度比96.9％）となり、前年度の5億2,187万2千円に比べて1,634万3千円の減額となっ

た。

　各税目に関しては、定額減税の実施により個人町民税で1,225万8千円（対前年度比

91.9％）、固定資産税で669万1千円（対前年度比97.7％）、軽自動車税で2万3千円（対前

年度比99.9％）が減額し、法人町民税で166万5千円（対前年度比106.3％）、たばこ税で96

万4千円（対前年度比103.7％）が増加した。

　徴収率は、96.3％となった。
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令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 増 減 率

区 分 決 定 額 決 定 額

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ） Ａ／Ｂ－１

普 通 交 付 税 2,119,243 2,060,554 58,689 2.8

特 別 交 付 税 181,895 184,164 △ 2,269 △ 1.2

震 災 復 興 特 別 交 付 税 0 0 0 -

合 計 2,301,138 2,244,718 56,420 2.5

臨時財政対策債発行可能額 5,485 11,678 △ 6,193 △ 53.0

令和６年度地方交付税
　　　（単位：千円,％）

                 　　　　　　　　　  地方交付税の状況

　普通交付税と特別交付税を合わせた令和６年度地方交付税の総額は、前年度よりも5,642

万円多い、23億0,113万8千円の交付額となった。

　うち普通交付税は、前年度よりも5,868万9千円多い21億1,924万3千円（対前年度比

102.8％）。地方創生に関係する需要額単価の見直し等、基準財政需要額が増加したことが

主な理由である。

　特別交付税は、前年度よりも2,269万円少ない1億8,189万5千円（対前年度比98.8％）

であった。

　普通交付税の財源不足を補うために特例として発行できる臨時財政対策債（元利償還金の

全額が交付税算入）は、昨年度より6,193万円少ない5,485万円（対前年度比47.0％）を発

行した。
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（単位：千円.％）

年度   

   区分 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

町民税　　　　　（A） 177,298 32.8 178,620 33.3 166,248 31.9 177,207 34.0 166,614 33.0

純固定資産税　　（B) 320,334 59.3 311,692 58.1 305,716 58.6 294,909 56.5 288,218 57.0

国有資産等所在市町村

交付金・納付金
284 0.1 295 0.1 297 0.1 295 0.1 295 0.1

軽自動車税　　　（C) 22,254 4.1 22,503 4.2 23,284 4.5 23,483 4.5 23,474 4.6

たばこ税 19,623 3.6 23,214 4.3 26,159 5.0 25,933 5.0 26,897 5.3

旧法による税 414 0.1 237 0.0 51 0.0 45 0.0 31 0.0

合計 540,207 100.0 536,561 100.0 521,755 100.0 521,872 100.0 505,529 100.0

(国勢調査人口) 4,907 4,530 4,530 4,530 4,530

一人当たり税額（円） 110,089 118,446 115,178 115,204 111,596

（国勢調査世帯) 1,893 1,793 1,793 1,793 1,793

一世帯当たり（円） 285,371 299,253 290,996 291,061 281,946

直接税(A)＋(B)＋(C) 519,886 96.2 512,815 95.6 495,248 94.9 495,599 95.0 478,306 94.6

一人当たり直接税（円） 105,948 113,204 109,326 109,404 105,586

一世帯当たり直接税（円） 274,636 286,009 276,212 276,408 266,763

R5R4R2 R6

町税の徴収状況の推移

R3
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町 債 （ 地 方 債 ） の 発 行 状 況  

 

 令 和 ６ 年 度 普 通 会 計 に お け る 町 債 発 行 額 は 、 2 億 9 , 0 9 8 万 5 千 円 で 、

前 年 度 に 比 べ ４ 億 9 , 4 8 9 万 円 3 千 円 減 の 発 行 と な っ た 。  

事 業 債 の 内 訳 は 、 以 下 の と お り 。  

○ 臨 時 財 政 対 策 債                5 4 8 万 5 千 円  

○ 過 疎 対 策 事 業 債               1 億 8 , 8 8 0 万 円  

・ 庁 舎 等 複 合 施 設 建 設 事 業    2 , 5 3 0 万 円  

・ 可 燃 ご み 広 域 処 理 施 設 整 備 事 業 負 担 金  2 , 8 7 0 万 円  

・ 余 角 畝 南 線 落 石 対 策 事 業  4 , 0 3 0 万 円  

・ 県 営 広 域 農 道 法 面 工 事 等 負 担 金  3 , 7 7 0 万 円  

・ 新 小 学 校 校 舎 整 備 事 業  3 , 3 4 0 万 円  

・ 可 燃 ご み 運 搬 中 継 施 設 整 備 事 業 負 担 金  4 0 万 円 な ど  

○ 災 害 復 旧 事 業 債                   7 1 0 万 円  

○ 公 共 事 業 等 債                   5 0 0 万 円  

○ 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 債 （ 役 場 機 能 分 ）     2 , 2 3 0 万 円  

○ 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債           5 , 7 6 0 万 円  

○ 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債                1 3 0 万 円  

○ 一 般 会 計 出 資 債 （ 岡 山 広 域 水 道 企 業 団 出 資 金 ）    3 4 0 万 円  

 

 普 通 会 計 の 元 金 償 還 額 は 、 4 億 1 , 4 3 4 万 1 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ て

3 , 2 4 0 万 9 千 円 の 増 。 令 和 6 年 度 末 に お け る 地 方 債 元 金 の 現 在 高 は 3 6

億 1 , 6 0 8 万 2 千 円 で 、 前 年 度 末 か ら 1 億 2 , 3 3 5 万 6 千 円 減 少 し た 。  

令 和 ６ 年 度 地 方 財 政 状 況 調 査 （ 決 算 統 計 ） の 結 果 で は 、 実 質 公 債 費 比

率 （ 注 １ ） は 1 0 .７ ％ （ 前 年 度 1 0 . 3％ ） と な っ た 。  

 

（ 注 １ ）  

 実 質 公 債 費 比 率 は 、 平 成 １ ８ 年 ４ 月 に 地 方 債 制 度 が 「 許 可 制 度 」 か ら

「 協 議 制 度 」 に 移 行 し た こ と に 伴 い 創 設 さ れ た 財 政 指 標 で 、 従 来 の 許 可

制 度 の も と に お い て 、 起 債 が 制 限 さ れ る か ど う か を 判 定 す る 基 準 と し て

用 い ら れ た 「 起 債 制 限 比 率 」 が 見 直 さ れ た も の 。 こ の 比 率 は 、 実 質 的 な

公 債 費 に 費 や し た 一 般 財 源 の 額 が 標 準 財 政 規 模 に 占 め る 割 合 を 表 す も の

で 、 1 8％ 以 上 の 団 体 は 地 方 債 の 発 行 に 許 可 を 要 し 、 2 5％ 以 上 の 団 体 は 、

比 率 の 区 分 に 応 じ て 起 債 の 制 限 を 受 け る 。  

 起 債 制 限 比 率 と の 違 い は 、 公 営 企 業 の 元 利 償 還 金 へ の 繰 出 金 、 一 部 事

務 組 合 の 公 債 費 へ の 負 担 金 等 の 公 債 費 類 似 経 費 を 算 入 す る こ と で あ る 。  
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（普通会計）
令 和 5 度 末 令 和 6 年 度 中 令 和 6 年 度 中 令 和 6 年 度 末

現 在 高 借 入 額 元 金 償 還 額 差 引 現 在 高

公 共 事 業 等 債 14,453 2,800 992 16,261

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 12,402 0 399 12,003

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 0 0 0 0

災 害 復 旧 事 業 債 35,956 7,100 6,215 36,841

（ 旧 ） 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 0 0 0 0

教 育 ・ 福 祉 施 設 整 備 事 業 債 323,045 0 26,450 296,595

一 般 単 独 事 業 債 1,043,492 81,200 61,978 1,062,714

過 疎 対 策 事 業 債 1,033,291 188,800 163,475 1,058,616

財 源 対 策 債 16,934 2,200 3,743 15,391

減 収 補 て ん 債 12,468 0 730 11,738

臨 時 財 政 特 例 債 0 0 0 0

減 税 補 て ん 債 1,507 0 793 714

臨 時 税 収 補 て ん 債 0 0 0 0

臨 時 財 政 対 策 債 1,190,775 5,485 141,400 1,054,860

調 整 債 0 0 0 0

一 般 会 計 出 資 債 55,115 3,400 8,166 50,349

合　　　　　計 3,739,438 290,985 414,341 3,616,082

うち全額が交付税措置される額 1,192,282 5,485 142,193 1,055,574

地方債（地方債）の発行状況

　　　　　令和6年度地方財政状況調査

　　　　　　（単位：千円）

区       分
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　金　額 指数 　金　額 指数 　金　額 指数

H27 421,732 100.0 2,090,985 100.0 2,512,717 100.0 16.8

H28 427,207 101.3 2,022,499 96.7 2,449,706 97.5 17.4

H29 532,982 126.4 2,029,225 97.0 2,562,207 102.0 20.8

H30 509,713 120.9 1,937,246 92.6 2,446,959 97.4 20.8

R1 515,871 122.3 1,943,243 92.9 2,459,114 97.9 21.0

R2 540,207 128.1 2,021,618 96.7 2,561,825 102.0 21.1

R3 536,561 127.2 2,255,699 107.9 2,792,260 111.1 19.2

R4 521,755 123.7 2,227,584 106.5 2,749,339 109.4 19.0

R5 521,872 123.7 2,244,718 107.4 2,766,590 110.1 18.9

R6 505,529 119.9 2,301,138 110.1 2,806,667 111.7 18.0

町税及び地方交付税の推移

 　　町　税　Ａ 　地方交付税　Ｂ 　計　Ｃ

    　　（単位：千円，％）

Ａ／Ｃ年度

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

千円

年度

町 税 Ａ

地方交付税 Ｂ
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年度 歳  入 歳  出 歳入指数 歳出指数

H27 3,767,631 3,633,777 100.0 100.0

H28 3,885,653 3,708,381 103.1 102.1

H29 4,038,042 3,842,813 107.2 105.8

H30 4,078,791 3,869,224 108.3 106.5

R1 3,848,087 3,657,569 102.1 100.7

R2 4,507,933 4,316,978 119.6 118.8

R3 5,006,368 4,651,288 132.9 128.0

R4 4,594,075 4,329,574 121.9 119.1

R5 5,175,246 4,984,521 137.4 137.2

R6 4,467,340 4,223,695 118.6 116.2

 一般会計決算規模の推移

  （単位：千円，％）

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

千円

年度

歳 入

歳 出
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区      分 差引経常的 左のうち

決算額 なもの 決算額 経常一般

（A) (A)-(B) 財    源

人 件 費 841,065 5,196 5,172 830,697 27,139 803,558 19.9 28.0 769,317 740,645 15.4 26.3

物 件 費 494,592 53,297 115,895 325,400 42,569 282,831 11.7 9.9 649,896 299,185 13.0 10.6

維 持 補 修 費 30,191 14,111 16,080 3,662 12,418 0.7 0.4 31,367 11,942 0.6 0.4

扶 助 費 307,769 1,243 45,267 261,259 164,040 97,219 7.3 3.4 249,966 85,457 5.0 3.1

補 助 費 等 870,288 110,953 142,938 616,397 113,340 503,057 20.6 17.5 795,837 373,801 16.0 13.3

公 債 費 434,756 434,756 434,756 10.3 15.2 396,066 396,066 8.0 14.1

積 立 金 273,768 35,198 238,570 6.5 404,149 8.1

投 資 ･ 出 資 ･ 貸 付 金 6,917 6,850 67 0.2 5,877 0.1

繰 出 金 335,739 335,739 46,108 289,631 7.9 10.1 547,030 475,489 11.0 16.9

計 3,595,085 212,737 562,020 2,820,328 396,858 2,423,470 85.1 84.5 3,849,505 2,382,585 77.2 84.7

普 通 建 設 事 業 費 528,798 445,087 83,711 12.5 1,080,819 21.7

災 害 復 旧 事 業 費 99,812 14,090 85,722 2.4 53,883 1.1

投 資 的 経 費 628,610 459,177 169,433 14.9 5.9 1,134,702 22.8

歳出 4,223,695 671,914 731,453 2,820,328 396,858 2,423,470 100.0 84.5 4,984,207 2,382,585 100.0 84.7

構成比 100.0 15.9 17.3 66.8 9.4 57.4 100.0 47.8

区　　分 決算額 構成比 国庫支出金 県支出金
使用料

手数料

分担金･負担

金･寄附金
財産収入 繰入金 諸収入 繰越金 地方債 税　等

１ 人  件  費 841,065 19.9 2,470 8,669 12,608 5,799 300 2,489 808,730

 　うち職員給 507,594 12.0 870 5,056 10,771 5,799 2,489 482,609

２ 物  件  費 494,592 11.7 23,736 16,154 18,936 25,550 9,490 2,000 398,726

３ 維持補修費 30,191 0.7 3,062 600 26,529

４ 扶  助  費 307,769 7.3 112,187 50,208 238 2,650 142,486

５ 補 助 費 等 870,288 20.6 3,445 189,579 236 11,266 8,294 7,573 3,900 645,995

６ 普通建設事業費 528,798 12.5 89,205 8,432 90 14,899 35,050 28,311 269,100 83,711

　（１）補助事業費 150,910 3.6 89,205 389 3,000 45,600 12,716

　（２）単独事業費 287,156 6.8 8,043 90 14,899 32,050 28,311 152,300 51,463

　（３）県営事業負担金等 90,732 2.1 71,200 19,532

７ 災害復旧事業費 99,812 2.4 5,793 1,197 7,100 85,722

８ 公  債  費 434,756 10.3 434,756

９ 積  立  金 273,768 6.5 134 30,085 4,601 378 238,570

10 貸付金･投資及び出資金 6,917 0.2 450 3,000 3,400 67

11 繰  出  金 335,739 7.9 8,232 37,876 289,631

歳  出  合  計 4,223,695 100.0 239,275 319,773 32,004 63,484 4,601 69,644 54,491 285,500 3,154,923

歳入振替項目 71,184 62,049 12,417 511 1,620 9,380 2,265 190,725 5,485 △ 355,636

歳計剰余金 243,645 243,645

歳  入  合  計 4,467,340 310,459 381,822 44,421 63,995 6,221 79,024 56,756 190,725 290,985 3,042,932

 普通会計性質別歳出内訳及び財源内訳
            　(単位：千円，％)

　　　　 令和６年度地方財政状況調査

普通会計における性質別（臨時・経常）経費の状況

左のうち臨時的なもの(B) 　経常的なものの内訳

　　　　 令和６年度地方財政状況調査

      (単位：千円、％)

 令和６年度 　　　　　　令和５年度

特定財源 一般財源

経常収

支比率

経常収

支比率

決算額

構成比

決算額

構成比特定財源 一般財源
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（人件費） （単位：千円）

区　　　　　分 決 算 額 区　　　　　分 決 算 額

１　議員報酬手当 28,640 　　(ｳ)　時間外勤務手当 146

２　委員等報酬 121,950 　　(ｴ)　宿日直手当 9

３　町長等特別職の給与 28,321 　　(ｵ)　休日勤務手当 0

４　任期の定めのない常勤職員給 411,373 　　(ｶ)　期末勤勉手当 1,417

　(1)　基　本　給 274,194 　　(ｷ)　その他手当 0

　　(ｱ)　給　　　 料 265,294  6　会計年度任用職員給（フルタイム） 86,450

　　(ｲ)　扶 養 手 当 等 8,900 　(1)　基　本　給 60,718

　(2)　その他の手当 137,179 　　(ｱ)　給　　　 料 60,718

　　(ｱ)　住居手当 2,613 　　(ｲ)　地域手当等 0

　　(ｲ)　通勤手当　 5,971 　(2)　その他の手当 25,732

　　(ｳ)　時間外勤務手当 8,281 　　(ｱ)　通勤手当　 3,510

　　(ｴ)　宿日直手当 2,853 　　(ｲ)　時間外勤務手当 546

　　(ｵ)　休日勤務手当 308 　　(ｳ)　宿日直手当 0

　　(ｶ)　管理職手当 5,619 　　(ｴ)　休日勤務手当 13

　　(ｷ)　期末勤勉手当 111,286 　　(ｶ)　期末勤勉手当 20,381

　　(ｸ)　その他手当 248 　　(ｷ)　その他手当 1,282

５　再任用職員給 9,771  ７　職員共済組合負担金 107,755

　(1)　基　本　給 8,127  ８　職員退職手当組合負担金 45,119

　　(ｱ)　給　　　 料 8,127  ９　恩給及び退職年金 16

　　(ｲ)　扶 養 手 当 等 0  10  災害補償費 605

　(2)　その他の手当 1,644  11  職員互助組合負担金 780

　　(ｱ)　住居手当 0  12  その他 285

　　(ｲ)　通勤手当　 72 合　　　　　計 841,065

〔 資料 令和６年度地方財政状況調査 〕

普 通 会 計 性 質 別 歳 出 内 訳
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（単位：千円）

（物件費） （補助費等） （ 普通建設事業費 ）

区　　　分 決 算 額 区　　　分 決 算 額 区　　　分 決 算 額

 １　旅　　　費 2,194  １　負　担　金 369,983  １　補 助 事 業 費 150,910

 ２　交　際　費 489  ２　補助交付金 305,174  ２　単 独 事 業 費 287,156

 ３　需　用　費 136,133  ３　そ　の　他 195,131  ３　県営事業負担金 55,181

 ４　役　務　費 21,200 合　　　計 870,288  ４　同級他団体負担金 35,551

 ５　備品購入費 8,306 合　　　計 528,798

 ６　委　託　料 251,626

 ７　そ　の　他 74,644

合　　　計 494,592

（維持補修費） （ 公　債　費 ） （ 災害復旧事業費 ）

維持補修費 30,191 区　　　分 決 算 額 区　　　分 決 算 額

 １　地方債元利償還金 434,724  １　補 助 事 業 費 94,012

（扶助費）  ２　一時借入金利子 32  ２　単 独 事 業 費 5,800

扶 助 費 307,769 合　　　計 434,756 合　　　計 99,812

普 通 会 計 性 質 別 歳 出 内 訳

〔 資料 令和６年度地方財政状況調査 〕
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（単位：千円）

財政調整基金
災害や経済情勢の変動による財源

不足への対応を図るため
1,058,858 132,534 4,501 1,186,891

町債管理基金 町債の償還財源を確保するため 157,830 12,373 4,879 165,324

町勢振興基金
町勢振興事業の財源を確保するた

め
250,782 29,163 21,300 258,645

庁舎改修整備基金
庁舎の改修整備に必要な財源を確

保するため
39,053 0 24,900 14,153

スポーツ推進基金
スポーツ推進活動助成事業の財源

を確保するため
14,486 30 994 13,522

両部篤育英基金
奨学金として貸与する財源を確保

するため
16,652 291 450 16,493

公共施設等整備基金
公共施設の改修等に必要な財源を

確保するため
1,014,730 88,952 13,000 1,090,682

森林環境譲与税基金
森林環境整備に必要な財源を確保

するため
8,474 10,425 9,000 9,899

土地開発基金
公共用地の先行取得に必要な財源

を確保するため
319,244 6 0 319,250

国民健康保険事業基金
国民健康保険事業の健全な財政運

営を図るため
28,198 0 12,600 15,598

簡易水道事業運営基金
簡易水道事業運営の安定化を図る

ため
76,114 0 0 76,114

公共下水道事業運営基金
公共下水道事業運営の安定化を図

るため
10,670 0 0 10,670

介護給付費準備基金
介護保険財政の健全な運営を図る

ため
57,361 30,000 82 87,279

基　金　の　状　況

R6末

現在高
基金名 設置目的

R5末

現在高

R6

積立額

R6

取崩額
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令和 6 年度事務事業等の決算額  

 

 歳入全体では、対前年度比で 13.7％減となった。  

経常的な一般財源が 32 億 4,130 万円。うち町税は、定額減税の実施により町民

税所得割が減少、償却資産の減少により固定資産税が減少。普通交付税は、補正係

数の増及び需要額単価の見直しによる 58,689 千円の増、特別交付税は 2,269 千円

の減であった。  

 特定財源では、庁舎等複合施設建設事業の主要整備の完了に伴い、地方債の発行

額が 494,893 千円の減、繰入金は庁舎改修整備基金 175,100 千円が減額となった。 

 歳出全体では、対前年度比で 15.3％減となった。  

 令和 6 年 11 月豪雨、台風 10 号による現年災害復旧事業は増加しているが、庁舎

等複合施設建設事業の主要整備に係る支出の完了に伴い投資的経費は減少した。  

 義務的経費では、人件費について給与改定に伴い増加した。  

 補助費等は、新型コロナウイルスワクチン予防接種事業終了により減。  

経常経費に充当した一般財源は 24 億 2,347 万円で、前年度よりも 40,885 千円

の増額となった。  

経常収支比率は 84.5％で前年度から 0.2 ポイント改善した。  

 

※目的別決算額については、普通会計（決算統計）の決算額です。  

☆新規事業、◎継続・拡充・見直しなど  

 

☆議会費       ５，２１４万円                  

  ・議員人件費                  ３，４９５万円  

  ・議会事務局費                   １７５万円  

 

☆総務費     ８億８，４０７万円                  

  ・町長等特別職人件費              ２，７６６万円  

・庁舎管理費                  １，１７８万円  

◎旧庁舎解体                  ４，６５６万円  

  ◎庁舎等複合施設建設事業            ２，７６１万円  
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・財政調整基金積立金            １億３，２５３万円  

  ・町債管理基金積立金              １，２３７万円  

  ・町勢振興基金積立金              ２，９１６万円  

  ・公共施設等整備基金積立金           ８，８９５万円  

  ・ふるさとおうえんプロジェクト         １，３８４万円  

  ◎自治体システム標準化・共通化事業       ３，３４６万円  

  ・情報化推進・管理費              ２，３９１万円  

  ・情報通信基盤施設管理費            ２，３２０万円  

  ◎まちづくり支援事業                 ２１万円  

  ☆町政施行７０周年記念式典等            １７８万円  

  ・空き家流動化促進事業               ４００万円  

  ☆空き家所有者意向調査               １１８万円  

  ・民間賃貸住宅家賃助成事業             ２１１万円  

  ・若者住宅補助事業                 １００万円  

  ☆創業支援事業                   １１８万円  

  ◎同窓会支援事業                   ２４万円  

・地域おこし協力隊事業             ２，８００万円  

  ・公共交通対策事業（デマンド交通を含む）        ４，６１１万円  

・つながる大学連携事業                ９０万円  

☆地域おこし協力隊企業・継承事業          １００万円  

・担い手人材受入促進事業              ２００万円  

  ・交通安全対策費                  ２７５万円  

  ・地区連絡補助金                  １７１万円  

  ◎自治会助成金                           ３５９万円  

  ・集会所整備補助金                  ９１万円  

  ・町税賦課徴収事務管理費            １，３４９万円  

  ・戸籍住民登録事務管理費            １，５９６万円  

  ☆県知事選挙実施経費                ３８３万円  

  ☆町長選挙実施経費                 ３８４万円  
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☆民生費     ９億４，３４８万円                  

  ・社会福祉協議会補助金               ６３０万円  

  ・地域ふれあい福祉活動助成金            １００万円  

  ・透析患者交通費助成事業              １１７万円  

  ・国民健康保険特別会計繰出金          ５，８２９万円  

・介護保険特別会計繰出金           １億３，８９４万円  

 ☆市民後見人養成補助金                 １万円  

・老人クラブ活動等社会活動促進事業         ２２０万円  

  ・久米老人ホーム組合負担金           １，０２９万円  

  ・高齢者保護措置費（養護老人ホーム）      ３，２６３万円  

  ・保健福祉センター管理費              ３５５万円  

  ・障害者自立支援給付費           １億３，０２６万円  

・補装具給付事業                  １１６万円  

  ◎地域生活支援事業                 １４４万円  

  ・民生委員会運営費                 １５８万円  

  ・後期高齢者医療療養給付費負担金        ９，７１６万円  

  ・後期高齢者医療特別会計繰出金         ３，４２０万円  

  ・心身障害者医療費扶助               ４７５万円  

  ◎物価高騰対応重点支援給付金給付事業      ４，７１５万円  

  ・火葬場使用料補助金                ３２１万円  

  ・ひとり親家庭医療費扶助              １８１万円  

  ・保育園管理運営費             ２億３，１７８万円  

  ☆乳児室のトイレ新設                １６０万円  

・広域入所保育事業                 ２０７万円  

  ・放課後児童クラブ運営費              ３７７万円  

  ・エンゼルスクール運営費              ２６６万円  

  ◎児童手当費                  ５，０９７万円  

  ・障害児給付費                 １，２６３万円  

  ・すこやかエンゼル祝金交付事業            ４１万円  

  ◎カッピー子育て支援金交付事業           ６７３万円  
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  ・ゆずっこクラブ活動費補助金             １５万円  

・子ども・子育て支援対策事業               ５２万円  

  ☆子ども・子育て支援事業計画の策定         ３６０万円  

 

☆衛生費     ３億１，５７３万円                  

・妊婦乳児検診事業                 １４８万円  

  ・出産費助成事業                    ７万円  

  ・１歳６か月・３歳児健診事業             ４６万円  

・出産・子育て応援給付金事業            ３１２万円  

 ・健康増進事業                    ８９万円  

・がん検診推進事業                 ７３５万円  

  ・予防接種事業                 １，８２５万円  

  ☆帯状疱疹予防接種助成                ６７万円  

・子ども医療費扶助               １，７２１万円  

  ・ごみ広域処理施設整備事業負担金        ３，０９１万円  

  ・ごみ処理施設組合負担金            ５，９２９万円  

  ・し尿処理施設組合負担金            １，４５１万円  

  ◎美しい町づくり推進事業              １６６万円  

・合併処理浄化槽設置補助金             １９９万円  

  ・広域水道企業団負担金・出資金           ５７７万円  

  ・簡易水道事業特別会計繰出金          ４，０７７万円  

  ・福渡病院組合負担金              ６，７３８万円  

 

☆農林水産業費  ４億４，０９９万円                  

   ・ハイブリッド産地育成推進事業         ２，０５８万円  

・新規就農者育成総合対策事業          ２，９６１万円  

  ・棚田保全事業                    ７８万円  

  ・北庄交流館管理運営費               １０９万円  

  ・道の駅管理運営費               １，２７０万円  

  ☆道の駅ちびっこ遊具の設置             ３８０万円  
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・中山間地域等直接支払事業         １億２，９９３万円  

・多面的機能支払交付金事業           ３，０９４万円  

  ・広域農道維持費                  ６９４万円  

  ◎中部台地２期農道整備事業           ３，７７５万円  

  ・小規模土地改良事業                ６３９万円  

  ・小規模ため池補強事業             １，４９０万円  

  ・小団地整備事業補助金               ３５４万円  

  ◎山手地区機構関連ほ場整備事業（４，５工区）    ４１２万円  

  ・イノシシ等有害鳥獣駆除事業          １，２３５万円  

  ・森林経営管理事業                 ５１９万円  

  ・美しい森管理運営費                ３０７万円  

 

☆商工費・労働費   ２，８８８万円                  

  ・商工会補助金                   ５９９万円  

  ・治部邸管理費                   ３１８万円  

 

☆土木費     ４億９，３４７万円                  

  ・町道・橋梁維持管理費             ４，２８３万円  

  ・県道草刈事業                   ３０６万円  

   ◎社会資本整備総合交付金事業（道路・橋梁）１億４，１６１万円  

  ◎町道改良、舗装事業              ４，９１６万円  

  ・交通安全施設整備事業               ２９９万円  

  ・生活道路整備補助金                １７２万円  

  ・県道整備事業負担金              １，５９５万円  

  ・河川の管理・浚渫事業               ９４９万円  

  ・町営住宅維持管理費            １億４，４８７万円  

  ・下水道事業特別会計繰出金         １億５，２６８万円  

 

☆消防費       ９，７２９万円                   

  ・津山圏域消防組合負担金            ７，２０５万円  
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  ◎消防団運営、団員福利厚生費            ８４９万円  

  ・消防施設の維持管理費               ２４３万円  

  ・防災行政無線の維持管理費等            ３９２万円  

  ・自主防災組織支援事業                １５万円  

 

☆教育費     ４億３，３０８万円                  

・小中学校外国語支援事業              ５４７万円  

  ・両部篤育英奨学金貸付金               ４５万円  

  ・スクールカウンセラー設置事業            ８５万円  

  ・スクールバス運行事業             ２，６４６万円  

・小学校の管理、教育振興費           ７，４６４万円  

◎新小学校校舎建設に向けた実施設計       ３，７５２万円  

◎児童用の電子図書                  ５８万円  

  ・中学校の管理、教育振興費           ３，８７９万円  

  ☆自立応援室の整備                 １８７万円  

・地域課題解決へチャレンジ！久米南学推進事業    ２５５万円  

  ・ＧＩＧＡスクール構想支援事業         １，７７２万円  

・学校給食センター管理運営費          ５，３１０万円  

（うち給食費無償化にかかる一般財源化充当分  １，８３９万円）  

  ・二十歳の集いの開催                 ３０万円  

・文化協会等補助金                 １３４万円  

☆文化財防火設備改修補助金             ４９９万円  

  ・コミュニティセンター管理運営費          ９４５万円  

☆生涯学習事業                     ４万円  

  ・文化センター、図書館管理運営費        ３，３０６万円  

  ☆グラウンド・ゴルフ場トイレ改修            ４万円  

・スポーツの推進、町民運動公園の管理      ２，５８２万円  

 

☆災害復旧費     ９，９８１万円                  

  ・農地農林施設災害復旧費（現年補助）      ９，９８１万円  
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☆公債費     ４億３，４７６万円                  

  ・長期債償還元金              ４億１，４３４万円  

・長期債償還利子等               ２，０４２万円  
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（歳入）

・地方消費税交付金 113,600 千円

（うち社会保障財源化分） 66,153 千円

（歳出）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

（単位：千円）

引上げ分の地方消費税（社会

保障財源化分の市町村交付

金）

その他

障害者福祉事業 200,371 115,228 14,792 70,351

高齢者福祉事業 48,624 38,477 3,590 6,557

児童福祉事業 135,293 82,580 9,988 42,725

その他 12,213 7,023 902 4,288

小計 396,501 243,308 29,271 123,922

国民健康保険事業 58,293 18,807 4,303 35,183

介護保険事業 134,152 6,036 9,904 118,212

後期高齢者医療事業 138,343 21,514 10,213 106,616

小計 330,788 46,357 24,420 260,011

健康増進事業 111,314 18,996 8,218 84,100

予防事業 158 27 12 119

母子保健医療 6,754 1,153 499 5,103

病院事業 50,098 4,600 3,698 41,800

その他 477 81 35 360

小計 168,801 24,857 12,462 131,482

896,090 314,522 66,153 515,415

社会

保険

保健

衛生

市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要

する経費

合計

事業名 経費
一般財源

財源内訳

社会

福祉

特定財源
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